






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































イギリス ドイツ フランス 国際 日本アメリカ
ピスマルク保謹関税
(工業関税復活，農業保護関税導入）
家畜防疫法
農業保護関税引き上げ
農業保護関税再引き上げ
1873 1881新関税法（とくに家畜．畜産物関
税大幅引き上げ）
1885農業保護関税引き上げ
1887農業保護関税再引き上げ
1878???
1883関税法1880
1885
1887
1894（明27）日英・日米改正通商航海条約
1895生糸検査所法（1897年米穀輸入恒常化）
1899関税定率法実施（対英独仏改正条約によ
る新関税実施）
1906（明39）関税定率法改正（国内産業保護
の視点，原料品減税製造品重税，輸入米
無税→24銭/100斤）
1910（明43）関税定率法改正（農業保護関税
1890マッキンレー関税法
（穀物関税訓譽上げ.他の農陸物ゞ
も関税賦課）’
1892メリーヌ関税
（工業・農業関税強化）
1892家畜防疫のため生牛輸入禁止
（～1903）
1897「錠前法」（議会の承認を待たずに
主要農産物関税引き上げ）
1891カプリヴイ通商条約
（関税引き下げ）
1894対ロシア通商条約
1894「同一性証明」撤廃，「穀物輸入
証明書」発行
〃カーニッツ案(穀物政府専売計画）
1892家畜輸入禁止（防疫理由，対ヨー
ロッパ大陸唯一の輸入制限措置）
1895
1897デイングレー 関税法(かつ辰ない
高関税）’
l902ブリュッセル国際砂糖協
定
成立）（米60銭→1円/100斤）
1911日米通商航海条約など修正調印
（関税自主権の回復）
1913朝鮮米移入税廃止
1915（大4）米価調節にかんする件（勅令）
帝国蚕糸株式会社設立
1918米・麦・肥料輸出制限，外米管理令
（米騒動）
穀類収用令・米輸入関税2年間無税化
植民地産米増殖事業開始
1921（大10）米穀法
1902ビユーロウ関税率
（関税率再引き上げ）
（1906年発効）
?????????????????????????????????。
1918食糧管理官による食糧国家統制
（～18年）
1917穀物生産法（～22年）
小麦・えん麦・じゃ.がいもに最低
価格保証（不足払い制）
輸出通過貿易禁止法
最高価格法
中央購買会社の生活必需品輸入独
占
国民給養確保命令
食糧配給制実施
1918穀物輸入国家管理（～20年）
パン切符販売制
1914
'鯉，鰯=樵震脇,譜ゞ
1914
1914
1916
1917英，仏，伊の南米での主
要食糧共同購入
?????
1918
1918
1918
1919 綿花輸入関税
ﾌｵｰドﾆ･ﾏｶﾑバｰ関陣法
(小麦，砂糖，羊毛，銑釧鋼レ
ールに高率関税）
????
1920農業法（1917穀物生産法の強化）
ただし1921.8価格保証廃止
1919関税復活 1921
1922
??
1922
1924 1923米穀輸入税免除勅令
1922-28マクナリー ホーー カン迄動
（農産物輸出補助金要求運動）
1927家畜防疫法
1925てん菜糖補助金制度導入 1925関税自主権回復
新関税定率(ビューロウ関税再確立）
l924カナダ小麦プール
（余剰小麦買い上げ）
??
1926(昭1)輸出生糸検査法
関税調査委員会設置
???
輸入証明書制度復活（～30年）
1928
1929 イギリスの保護主義への転換
1932輸入関税法（現在にいたる）
1929国産小麦混入義務制（97％，33年
に100％）
1931輸入数量割当制（33年までに適用
1929農産物市場法
1930ホーリーースムート関税
1928国産小麦混入義務制
（当初30%,1931年97%)
1930関税率強化
〃とうもろこし貿易の国家独占化
???
1識’
縦
I
(10％従価税，ただし主要食糧・
原料は関税免除）
オタワ協定（帝国特恵）
(各国の関税引き上げの引|き金） 1931砂糖チャドボーン協定
（35年失効）農産物を拡大，小麦をのぞくほぼ
すべての農産物に適用）
小麦最低価格制（～34年）
ぶどう酒流通計画
全国小麦関係局（人民戦線政府）
による小麦貿易の独占管理
〃
1933帝国食糧団による市場規制，輸入
規制はじまる（33～38年創設）
（国営輸入機関の創設）
(スターリング・ブロック形成）
小麦法(保証価格＝不足払い制復活）
1933農業調整法(AAA)に 1933国際小麦協定
（2年で廃止）
1933
1935
1936
1933米穀統制法
物価格支持（商品信用公
設置）
〃
1933
〃
牛乳販売委員会
冷蔵牛肉輸入制限 1938米穀自治管理法
1942食糧管理法1939第二次大戦’1939戦時統制開始（固定価格買付）’1938配給制度
－17．18－
’
